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     OECD 新型コロナウイルス感染症(COVID-19)に関する分析  
背景 

経済協力開発機構（OECD）は4月3日、租税条約と新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
による危機の税務上の影響を検討する分析結果を発表した。主要なスタッフが通常の勤務先以外
の場所での勤務を余儀なくされている結果として、重大な税務上の懸念がいくつか生じている可能
性がある。これには、意図しない場所に企業の居住地を誤って形成されること、新たな国または地区
で恒久的施設（PE）またはその他の納税主体が意図せず識別されること、並びに関係者の税務
居住者身分が誤って変更されることが含まれる。OECDによる分析はこの点で役立ち、新型コロナウ
イルス感染症（COVID-19）に関する措置は概ね例外的であり、特定の国または地区の租税条
約に基づく法人または個人の課税上の地位に影響を及ぼすべきではないとの見方を示している。た
だし、建設プロジェクトは例外とされており、新型コロナウイルスに起因する遅延により恒久的施設
（PE）が新たに識別される可能性があることには留意すべきである。 

OECDのガイダンスは、スタッフの転出が税務ポジションに及ぼす影響を懸念する多くの納税者にとっ
て有用となる。ただし、これは単なるガイダンスであり、特にOECDに加盟していない多くの国または地
区では拘束力がないことに注意が必要である。また、本ペーパーでは主に、各国の国内法上生じう
る納税義務ではなく、OECDモデルの租税条約に基づく取り扱いに係っている。英国やオーストラリア
など幾つかの国国または地区も国内法に基づく独自のガイダンスを発表しており、納税者はケースバ
イケースでこれをモニタリングする必要があるものの、その他の国国または地区も同様の措置を講じる
と考えられることには留意すべきである。最後に、OECDは概ね現状を維持する立場を奨励している
一方で、居住または実質的な目的のために必要な実態を維持するという点で既にリスクを冒してい
る納税者にとっては、より困難な立場に立たされていることに留意する必要がある。 

詳細 

1. 恒久的施設（PE） 

OECDは、通常勤務する国または地区とは異なる国または地区で在宅勤務する従業員が、新しい
場所で恒久的施設（PE）を新設するリスクを引き起こす可能性は低いと考えている。この状況は
一時的で例外的なものであるため、一定の事業所を新設することが必要な程度の恒久性は通常な
い。また、政府の指示を受けて、従業員が自宅で断続的に事業活動を行っていることは、企業が従
業員の自宅を自由に使用していることにはならない。一般的に、在宅オフィスが恒久的施設（PE）
となるためには、企業は通常、従業員に対して自宅を使用することを要求し、、かつ継続的に使用
する必要がある。従業員が別の勤務先を利用できる場合、在宅オフィスの例外的な使用により事
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 要約 
 

OECDは4月3日、租税条約と新型
コロナウイルス感染症（COVID-
19）による危機がクロスボーダー従
業員に与える影響を検討した分析
結果を発表した。新たな国または地
区で恒久的施設（PE）または納
税主体が発生するリスクや、主要な
スタッフが通常の勤務先以外の場所
での勤務を余儀なくされている結果と
して、個人の税務居住者身分に変
更が生じる場合など、複数の主要な
税務上の課題に対処している。 
 
OECDのガイダンスは、未曾有の危
機の結果として予期せぬ税務上の
問題に直面している納税者を保護
するための実用的なアプローチを提
供している。ただし、本ガイダンスは、
国内法上生じうる納税義務ではな
く、OECDモデルの租税条約に基づく
取り扱いに係っているため、適用範
囲の制限がある。 
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業の固定場所とされる可能性は低い。 

同様に、自宅から遂行する職務は、契約の締結に重要な役割が含まれている場合でも、経常的で
あるとみなされる可能性は低い。不可抗力または政府の指示によって、従業員が在宅勤務をしてい
る場合、従業員が実施するいかなる業務も経常的であるとみなすべきではない。ただし、感染拡大
より前に、個人がすでに経常的に自宅の所在する国で契約を締結している場合には、状況が異な
る可能性がある。 

最後に、OECDは、恒久的施設（PE）があるか否かを判断するために、パンデミックによる建設プロ
ジェクトの一時的な中断はいずれもプロジェクト期間に含めるべきであると指摘している。これは、租
税条約上の関連する最低限度（de minimis）内にもともと収まると考えられていた一部のプロジ
ェクトが、現段階で当該限度を超過し、結果として納税主体となる可能性があることを意味する。建
設業者は、この点で自らの状況を見直す必要がある。 

2. 企業居住者 

恒久的施設（PE）に関する取扱いと同様に、OECDは、COVID-19による取締役会メンバーの
別の場所への一時的な移動が、企業居住者に影響を及ぼすべきではないとの見方を示している。
ただし、実務上は、どのバージョンの租税条約が使用されているかよって本分析の利用が異なることに
留意する必要がある。最新のOECDモデル租税条約（2017年版）では、当局間の合意により、
二地域居住の問題を解決している。OECDのコメンタリー（第4条24.1項）には、取締役会が通
常開催される場所、最高経営責任者及びその他の上級幹部の通常の執務場所、本社の所在地、
並びに日常の経営活動が行われている場所など、考慮すべき様々な要因が示されている。OECD
は、上級幹部が一時的に海外にいる場合でも、ほとんどのケースにおいて結論は変わらないとの見方
である。 

2017年以前のOECDモデル租税条約は、より機械的で、各国または地区に対して企業の実質的
な経営活動の場所によって判断することを要求しており、関連するすべての要因を考慮しなければな
らないとされていた。OECDは、一部の国では、実質的な経営活動の場所は、通常、役員または個
人のグループが経営上の意思決定を行う場所であると解釈されている点を指摘しているが、一方で、
一部の国には異なる解釈がある。したがって、OECDのスタンスは明確であるものの、一部の国また
は地区では異なった見方をする余地が依然としてあるものとみられる。 

3. 越境労働者 

ある国または地区に居住する従業員が別の国または地区で就労する場合、その給与所得はまず最
初に勤務していた場所で課税される。COVID-19による危機の間は、政府補助金についても同様
の扱いである。OECDの分析によると、そのような補助金は、OECDのコメンタリーで雇用が行われた
場所に帰属するとしている退職金に最も似た性質を有している。 

4. 個人居住者 

OECDは、個人居住者がCOVID-19の影響を受ける可能性は低いと考えている。OECDは、これ
は租税条約が施行されている場合にのみ該当し、租税条約がない場合には、シンプルな「滞在日
数」テストによって居住の判定が行われ、どのような救済措置を提供するかは滞在国が決定する事
項であると指摘している。この取り組みは、英国、アイルランド及びオーストラリアですでに実施されて
いる。 

OECDは、二つの基本的なシナリオを想定している。一つは、休日の旅行または短期出張をしてい
た個人が海外で足止めされる場合である。この個人が両国または地区の居住要件を満たしていると
仮定した場合、第一の考慮要素（タイブレーカー・ルール）は恒久的住居を有していた場所となる
が、ほとんどの場合、それは母国と考えられる。 



Hong Kong Tax Alert (Issue 6) 

© 2020 KPMG Huazhen LLP — a People's Republic of China partnership, KPMG Advisory (China) Limited — a wholly foreign owned enterprise in China, and KPMG — a Hong Kong partnership, are 
member firms of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 
© 2020 KPMG, a Macau partnership and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All 
rights reserved. 
@ 2020 KPMG Tax Services Limited, a Hong Kong limited liability company and a member firm of the KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative 
("KPMG International"), a Swiss entity. All rights reserved. 

 

 

もう一つのシナリオはより複雑で、通常は海外に居住し、そこに住居を構えている個人が、以前の居
住地域に戻った場合である。この場合、当該個人と以前の居住地域と関係性を考慮するため、タイ
ブレーカー・ルールの結果が不明確、または場所によって状況が変わる可能性がある。ただし、最終
的には、所轄官庁が個人の常居所について検討する必要があり、OECDは、十分に時間をかけて
検討するべきであるとの見解である。OECDは、COVID-19のような例外的な状況を基準にするの
は不適切であると考えている。 

 

KPMGの所見 

全般的に、OECDの分析は、危機の結果として予期せぬ税務上の問題に直面している納税者を
保護するための実用的なアプローチとして歓迎すべきものである。大部分について、OECDの分析は、
各国または地区に対して納税者が感染拡大前と同じ税制を保持するという結論を下すよう推奨し
ている。ただし、当該アプローチには以下の制限があることも指摘している。 

1) 二重課税防止条約が締結されている場合にのみ適用されるため、締結がない場合、域内法
の規定は標準的な租税条約の規定よりもはるかに厳格であるか、柔軟性が低い可能性があ
る。特に香港は、多くの重要な地域と条約を結んでいない。すなわち、事業継続に関する既
存の低い基準と給与所得税の60日テストが適用される可能性がある。 

2) 多くの条約が、OECDモデル租税条約と異なる。 

3) ボーダーライン上の事例については、より困難な立場におかれている可能性がある。大企業の
場合、その代表取締役が出張で海外に滞在することによって困難に直面する可能性は低い
ものの、居住地が明確でない個人または企業は、情勢が変化する新型コロナウイルスの影響
を受けるリスクが依然としてある。OECDは推奨していないが、最終的には関連税務当局の解
釈に委ねられることになる。 

4) 広義では、各当局の姿勢が事業に及ぼす影響度は、明らかに重大である。OECDは、これら
の問題に関して各国内法を基にガイダンスをすでに公表した複数の当局に言及しており、他の
当局もそれに倣うことが望ましいとしている。 

5) すべての税が租税条約の対象となるわけではないため、国税及び地方税、または社会保険料
については別途分析が必要となる場合がある。 

6) 残りの分析のトーンは若干不明瞭だが、新型コロナウイルスによる混乱の結果、建設プロジェク
トの課税は確実に影響を受けるとみられる。 

本分析で明示的に言及されていないものの、COVID-19に関する措置の結果として生じる恒久的
施設（PE）の範囲を制限する動きは、通常の居住国以外で現在勤務する従業員にも役立つ。
なぜなら、従業員が海外の雇用主のためだけに勤務を継続して人件費が海外に負担されても、所
得が課税対象となるまでに183日間の猶予期間が与えられるからである。 

他方で、OECDのガイダンスは、短期的で偶発的な状況を前提にしている。現在の状況が半年以
上続くとどうなるかは触れていないものの、本分析の一部は、新たな取決めが厳密に言えば法令によ
って強制されるのではなく、選択肢として提示された場合に問題となる可能性がある。 

越境労働者に関する分析は、通常は中国本土で勤務するものの、香港に居住し、香港からの勤
務を現在余儀なくされている労働者にとって実務上役立つ可能性は低い。現実的には、双方がとも
に所得に課税する権利があるとみなす可能性は高く、この点において、二重課税により税還付を適
用できる可能性は低い。KPMGは、この特殊な状況に照らして関連当局が実用的な見解を示すこ
とができると期待しているものの、関係者は専門家に助言を求めるべきと考える。 
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本ガイダンスは、今回の混乱に際し、納税者にある程度の安心材料を与えることになる一方、納税
者とそのアドバイザーは協力して、課税されるリスクがあるか、租税条約で保護されるか、関連国また
は地区の取り扱いがどうなるかを、理解することが重要である。KPMGは香港税務局（IRD）に対
して、これらの問題に関する独自ガイダンスの公表において海外の各当局の先例に倣い、COVID-
19による特例措置の結果として個人が香港に納税主体を持つ場合、域内法または租税条約上の
いずれの観点においても、香港が課税することはないと正式に発表することを推奨する。 

お問い合わせ及びサポートは、貴社の税務アドバイザーまたはKPMGの税務アドバイザーまでご連絡
ください。なお、日本語でのお問い合わせは、下記担当者までご連絡ください。 
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